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日本で唯一人、エビデンスリーガルマーケティング®をコンサル

林田 学

改正「個人情報保護法」の対応大丈夫ですか？
～リスクは行政指導・ネット炎上～

薬事法ドットコム Zoomセミナー
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私＝日本で唯一人リーガルマーケティングを実践しています。

東大法大学院卒。法学博士。

もともとは大学教授・弁護士 ①コンサル （YDC）

②リーガル （M&M法律事務所）

③メディカル（東京ＴＭクリニック

表参道FMクリニック、JACTA）

1995年小林製薬さんの健食通販プロジェクトに参画後、25年以上この分野

その間、1998年からやずやさんの全広告を指導し、30億 470億

その後、エビデンスの重要度UPに伴い、ハーバードメディカルスクールオンラインコース

を受講し、医学論文・医療統計をマスター

RIZAPのＢ－Ａエビデンスを作り、2店舗 150店舗

にしたんクリニック：PCR検査キット1年で280億

メビウス製薬：年商10億 100億 バイアウト

プロフィール：リーガルマーケティングの威力

三位一体サポートを
日本で初めて実践

日本初

©2022 YAKUJIHOU.COM 3



＃１．日本初のリーガルマーケティング®

★リーガルマーケティング®とは何か

法律を読み解き、勝てるポジショニングを見つける

リーガル

マーケティング

ポジショニング
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2012年7月、神宮前・六本木の2店舗。

「たった2ヶ月でマイナス15キロを言いたい」

リーガル分析

薬事法は物に関する法律。ジムには適用されない。
但、エビデンスがないと景表法をクリアーできな
い。ウチにはラボもあるのでエビデンスを作って
上げよう

「平均」では15キロやせない。
「95%信頼区間」という統計学のテクニックを
使って根拠付

実現

（実績値、2013年10月LM研究財団調べ）

★成功事例① RIZAP様
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★成功事例② にしたんクリニック様
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薬事法ドットコムの組織

最高顧問

パートナー弁護士

奥村 康
千葉大学医学部卒、東京大学医学部講師
順天堂大学医学部免疫学教授、医学部長を
経て同大学・アトピー疾患研究センター長・名誉教
授・特任教授

松澤 建司
早稲田大学法学部卒。

西脇 威夫
一橋大学法学部卒
エンターテインメント・ローヤーズ・
ネットワーク会員、日本スポーツ法学会会員

臼井 隆行
東京大学法学部卒
小島国際法律事務所、あさひ・狛法律事務所
（現西村あさひ法律事務所）、日本政策
投資銀行を経て、現在、リップル法律事務所。

大平 猛
東京大学物性研究所ユニット長。元九州大学教授。
医師・医学博士。

日本マイクロ・ナノバブル学会代表理事。再生医療
の権威。

＃２．日本初の三位一体のサポート

Ⅰ．コンサル ＝ ＹＤＣ
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宝賀 寿男
東京大学法学部卒
大蔵省に入省、元大蔵省審議官

黒澤 正和
東京大学法学部卒
元警察庁生活安全局長、佐賀県警察本部長、
警察庁生活安全局長等歴任

河内 悠紀
京都大学法学部卒
元名古屋高検検事長・大阪高検検事長
法務官僚の最高峰ポジションを歴任

特別顧問

白川 太郎
京都大学医学部卒
医師、医学博士
元京都大学教授

川島 眞
東京大学医学部卒
元東京女子医大教授
「川島研究会」主催

和田 勝
東京大学法学部卒
元厚労省審議官
厚労行政の第1人者
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M&M法律事務所 代表弁護士

松澤 建司
早稲田大学法学部卒。
２３年に及ぶ弁護士経験から幅広く法律
問題に携わる。
誠実・的確・迅速なリーガルサービスの
提供を 心がけ、薬機法・景表法関連の案
件も数多く経験。

最高顧問

林田 学

大学教授・弁護士を経て現在薬事法ドットコム社
主
医療グループ(一財)ＪＴＡ 理事長。
東大法大学院卒（法学博士）。
ハーバード大（医／通信コース）単位取得。
平成14年度薬事法改正のための委員会委員 1995
年から600社以上の薬事法・景表法に関するコン
サル経験を持つスペシャリスト。

Ⅱ．リーガル ＝ Ｍ&Ｍ法律事務所
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Ⅲ．メディカル ＝ 東京TMクリニック・表参道FMクリニック

東京TMクリニック
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＃３．日本初の行政リレーション

Ⅰ．Base ⇒ 立法に関わる政府委員を担当

法律やガイドラインを作る官僚と同じレベルで法律や
ガイドラインを読み解くことができます。
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2018年 2019年 2020年

B：少人数の勉強会

2021年
2022年



行政

ＹＤＣ

薬事会員480社 + メルマガ会員約28,000人

Ⅲ．情報ハイウェイ ： ネットにない真の情報を収集・提供

情報の収集・提供

13©2022 YAKUJIHOU.COM
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★ 結局ー

リーガルマーケティング

三位一体のサポート 行政ネットワーク

メディカルリーガルコンサル
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2019年、「リクナビ」を運営するリクルートキャリアが、就活生の
行動履歴などから内定を辞退する可能性を予測して、対象者の同意を
得ることなく企業に提供していたとして、個人情報保護委員会、さら
には、厚労省から指導を受けた。
その後、委員会からは是正勧告を受け、さらに、情報の提供を受けて
いた企業35社も指導を受けた。

プロローグ.  アウトライン

Ⅰ. リクナビ事件

個人情報としては未完成なものでも、第三者に提供されると
個人情報として完成するものも規制する必要が生じた。

※他にLINE事件もあり →法改正が必要
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Ⅱ. 基礎知識

１.「特定の個人を識別することができるもの」と定義されていますが
（法2条1項）、単体でならなくても組み合わせでなるものもあるので

     難解です。たとえば、「長崎市出身」というだけでは個人情報になり
ませんが、「林田学」「○年○月○日、長崎市○○町生まれ」と
組み合わさると世の中に一人しかいないので個人情報となります。
ひとまず「特定の個人に属する情報（画像含む）」とでも考えておけば
よいと思います。

法律上の
個人情報（Ｂ）

日常用語的な個人情報（Ａ）

Ｂは難解なので
Ａを念頭に置いて対応する
のがよい

１. 個人情報とは何か
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２.Ｑ＆Ａでは、特定の人との同一性が基準になるとも説明していますが、
これでもよくわかりません。

私と顔・姿、私と指紋、私と遺伝子、私とマイナンバーのように
絶対的な同一性ファクターと、これら絶対的同一性ファクターに
ぶら下がる、私の氏名、私の血液型、私のメアド、私の携帯番号など
属人的な同一性ファクターがある、と考えられます。
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2. 御社は「個人情報取扱事業者」なのか？

１.通販事業者は当然「個人情報取扱事業者」ですが、法人としか取引しない
広告代理店のような会社も「個人情報取扱事業者」なのでしょうか？

２.答えはYESです。
法は、「個人情報取扱事業者とは、個人情報データベース等を事業の用に
供している者」と定義しています（2条5項）。
完全ＢtoＢの会社であっても従業員はいるでしょう。
そこでの情報は事業に関連するので（たとえば、今までのキャリアから
営業担当にしようと考える）、「事業の用に供している」と言えます。

３.なお、数は問われません。
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Ⅲ. 違反のペナルティー

１.個人情報保護法違反のペナルティは何でしょうか？

基本的に次の３つです。
第1に、担当官庁である個人情報保護委員会による行政指導を受ける、
さらに、措置勧告・措置命令と進み、措置命令違反には罰金・懲役が課せ
られます。（法173条）

第2に、情報について法違反の取扱を受けた個人から損害賠償を受ける。

   第3に、個人情報について法違反の取扱をしていることをSNS等に書かれ、
社会的な信用が低下する。
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Ⅳ. 個人情報保護委員会

１. どんな役所なのか

1) H28に設置

2) 委員長（1名）、委員（8名）、スタッフ（150名程度）

2. 運用状況

違反事例に対しては、指導→措置命令(公表)→勧告→刑事罰という流れで
対応します。
これまでの主な対応はこんな感じです。
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#1.リクルートキャリア社
リクルートキャリア社が運営する「DMPフォロー」というサービスにおいて、当
該サービス利用企業に応募した学生の「内定辞退率」を予測・販売していたとこ
ろ、本人の同意を取らずに個人データを提供していた事案。

→サービスの内容について報告を求めたうえで、より具体的に状況等を把握する
ため立ち入り検査を実施。個人データを取り扱う際には、適切に個人の権利利益
を保護する組織体制を構築することなどを求め勧告。

#2.リクルートキャリア社・リクルート社
勧告後、立入検査により個人データの第三者提供の同意取得を意図的に回避する
など、不適切な取り扱いが判明。また、当該サービスの委託元である親会社リク
ルートは、上記サービスについて指揮・監督を行っていなかった事案。

→リクルートキャリア社に対し、適正に個人情報を取扱う体制の整備、利用目的
の適正な通知・公表を行うよう勧告。リクルート社に対し、子会社に対する必要
かつ適切な監督を行うよう勧告。
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#3.リクルートキャリア社の商品を利用していた各事業者
サービス利用企業各社は、他社の保有する個人情報と結合したスコアデータを受
領することを目的に、自社が保有する就活生等の個人データを他社に提供してい
た事案。

→各事業者に対し、利用目的の適切な通知公表、個人情報を他社に提供する場合
の組織的な法的検討体制の整備、既存契約状況の見直し、及び委託先への必要か
つ適正な監督を求め、指導。

#4.Amazon社
Amazonの通販サイト(Amazon.co.jp)において、システム変更時の設定の不具
合により、ログインしているユーザーとは別のユーザーの個人情報が表示された
事案。

→国外に所在する同サイト運営事業者及び同日本法人に、再発防止策を確実に履
行すること等を求める指導。

また、今回のようなシステム変更時の不具合は、他の多くのウェブサイトでも発
生しうるものであったため、本事象の公表及び同種事象の発生防止のため注意喚
起。
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#5.LINE社
LINE社が、外国にある関連会社にシステムの開発保守業務を委託するにあたり、
委託先の技術者に対して十分な安全管理措置を行うことなくLINEユーザーの個人
データへのアクセス権限を付与するなどしていた事案。

→LINE社に対し、法に基づく報告徴収及び立入検査を実施。調査の結果、法令違
反の事実は認められなかったが、安全管理措置等に不十分な点があったため、委
託先へのアクセス権付与に伴うリスクに対する組織的・技術的安全管理措置及び
委託先への監督等に関して改善を求め指導。

#6.破産者情報掲載サイト
２つのウェブサイトにおいて、本人同意を得ることなく、官報で公告された破産
者の氏名・住所等の個人情報がデータベース化されて掲載されていた事案。

→所在不明であったウェブサイト運営者２名に対し、公示送達の方法により、
ウェブサイトの閉鎖等を求める勧告・命令を行ったところ、両ウェブサイトは自
ら閉鎖。

→ウェブサイト運営者に対し、ウェブサイトの閉鎖等を求め勧告。
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#7.破産者情報掲載サイト
１つのウェブサイト（上記事案とは別事案）において、本人同意を得ることなく、
官報で公告された破産者の氏名・住所等の個人情報がデータベース化されて掲載
されていた事案。

→ウェブサイト運営者に対し、ウェブサイトの閉鎖等を求め勧告。

#1-2-3がいわゆるリクナビ事件で(＞事件概要) 突合規制が改正法で新設される
きっかけとなった事件です。

この事件ではリクナビ側から情報をもらい、それを活用した企業も指導されてい
ます(上記#3)。アフィリエイトもこれに似た構造となるので情報を提供するASP
と、情報をもらう広告主も注意が必要です。
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Part１．個人情報のOK・NG

Ⅰ.個人情報の共有が必要となるいくつかの事例

１.次の事例を考えてみましょう。

事例①：健食販社Ａ社と化粧品販社Ｂ社がタイアップし、Ａ社の顧客に
Ｂ社のコスメのチラシを、Ｂ社の顧客にＡ社のサプリチラシを
送ることにしたい。

事例②：①のＡ社とＢ社が共同して、それぞれの顧客リストを使って
医薬品通販事業を営むことにしたい。

事例③：①のＡ社が新規商品についてLP制作・広告運用のすべてを
広告代理店Ｃ社に依頼しようと考えている

事例④：①のＡ社が主力商品について顧客のWEB上の行動履歴などの
解析をデータマイニング会社Ｄ社に依頼しLTVをUPさせようと
考えている。



©2022 YAKUJIHOU.COM 26

２.事例①の場合、Ａ社はＡ社が持っているリストに対しＢ社のコスメの
チラシを送り、Ｂ社はＢ社が持っているリストに対しＡ社のサプリチラシを
送ればよく（但、他社の広告を送ることがある、といったことがプライバシー
ポリシーの利用目的に書かれているいることが必要）、個人情報を共有する必要
がありませんが、それ以外の事例はこの手は使えず、どういうやり方で個人情報

    を共有すればよいのか？という問題が生じます。

この点を考えてみましょう。
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Ⅱ.個人情報の第三者への提供

１.個人情報の第三者への提供に関し、法は4つの類型を認めています。
（イ）委託、（ロ）事業承継、（ハ）共同利用、それ以外の
（二）第三者提供（狭義）です。

     図に示すとこうです。

委託

個人情報の第三者への提供（広義）

事業承継 共同利用

第三者提供（狭義）
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２.このうち、（イ）委託は、個人情報の利用情報を第三者に依頼する場合、
たとえば、リストを渡してDMの発送をDM業者に頼むような場合で、
事例は限られます。
また、（二）第三者提供の条文はこうです（法23条1項）。

１.個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の
         同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。

（1）法令に基づく場合
（2）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。
         （3）公衆 衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要が
              ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
         （4）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の
              定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で
              あって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を
              及ぼすおそれがあるとき。

あらかじめ、本人の同意を得なければならず、面倒です。
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３.残るは（ハ）共同利用ですが、これは意外と使えます。
そこで次にこれを説明しましょう。
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Ⅲ.個人情報の共同利用

１.まず法23条5項はこう規定しています。

５.次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各項の
規定の適用については、第三者に該当しないものとする。

        （1）個人 情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において
             個人データの取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該
             個人データが提供される場合
        （2）合併 その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される
             場合
        （3）特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に
             提供される場合であって、その旨並びに共同して利用される個人
             データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的
            並びに 当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称
            及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 について、
             あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いて
             いるとき。
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（1）が委託、（2）が事業承継、（3）が共同利用です。
これらの場合は、実態的には個人情報を第三者に渡していても法律上は
そうは見えません。

    ということは本人の同意は不要、ということになります。

実態的に第三者に個人情報を提供している場合

法律上、「第三者提供」となるか

なる

本人の同意が必要

ならない

本人の同意は不要
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２.ということで、「共同利用」に該当すれば、個人情報は第三者に
提供しても、本人の同意は不要です。

では、どういう場合が「共同利用」に該当するのか？

（1）法は随分あっさりしていて、「特定の者との間で共同して利用される
個人のデータが当該特定の者に提供される場合」と規定するのみです。

（2）ガイドラインには３つの例を挙げています（P72）

事例 1）グループ企業で総合的なサービスを提供するために取得時の利用目的
              （法第15条第2項の規定に従い変更された利用目的を含む。以下同じ。）
               の範囲内で情報を共同利用する場合

事例 2）親子兄弟会社の間で取得時の利用目的の範囲内で個人データを共同利用する
               場合

事例 3）使用者と労働組合 又は労働者の過半数を代表する者と の間で 取得時の利用
               目的の範囲内で 従業者の個人データを共同利用する場合
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（3）また、次のようなコメントをしています（P71）

「当該共同利用は、社会通念上、共同して利用する者の範囲や利用目的
            等が当該個人データの本人が通常予期し得ると客観的に認められる
            範囲内である必要がある。」

    （4）以上から共同利用の例として、グループ企業の例を挙げられることが
多いが、それに限られているわけではなく、元来提示している事業や
利用目的と大きく異ならない限り、特定のプロジェクトを共同して
行うという関係（言わばビジネスパートナー）があれば足りる、
ということになります。

上記で「意外に使える」と言った理由がわかると思います。
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３.ただ、「共同利用」を行うには一定の手続きが要求されます。

（1）①本人に通知するか②本人が容易に知り得る状態に置くこと、です。
①は大変なので、②を掘り下げてみましょう。

（2）②はオプトアウトの手続きと同じで、ガイドラインは
4つの事例を挙げています（P67）

事例 1）本人が閲覧することが合理的に予測される個人情報取扱事業者のホームページ
               において、本人が分かりやすい場所（例：ホームページのトップページから
               1回程度の操作で到達できる場所等）に法に定められた事項を分かりやすく
               継続的に掲載する場合

事例 2）本人が来訪することが合理的に予測される 事務所の窓口等への掲示、
備付け等が継続的 に行われている場合

事例 3）本人に頒布されている定期刊行物への定期的掲載を行っている場合

事例 4）電子商取引において、商品を紹介するホームページにリンク先を継続的に
               表示する場合

（3）実務上使えるのは(1)のHP上への記載です
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（4）掲載すべき法が定める事項は次の通りです。

①共同して利用される個人データの項目

②共同して利用する者の範囲

③利用目的

④当該個人データの管理について責任を有する者の名称、住所、
代表者の氏名
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４.結局、プライバシーポリシーをトップページ・フッターからのリンク
ページに置いておき、その中に入れ込むとよいでしょう（Ａ.固定的に記述

    する方式とＢ.追加を可能にする方式があります）。

．
．
．

この中に共同利用を規定する（Ａ方式）

Ｘ社ホームぺージ

プライバシーポリシー フッター
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ex.TEPCOの例

Ａ方式だと定型的に想定されるものしか規定できないのでここを
たとえばアコーディオン式にしてプロジェクトが発生する毎に追加して
行くのもありでしょう（B方式）

アコーディオン式にして追加できるようにする

共同利用について
【グループの統合的な経営管理・内部管理】

▼（1）共同利用する者の範囲
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５.冒頭の事例②③④はすべてこのやり方で対応できます。

事例②⇒Ａ社のプライバシーポリシー・共同利用のパートに、医薬品
                通販事業についてＡ社保有の個人情報をＢ社と共同利用する
                ことを定める

事例③⇒Ａ社のプライバシーポリシー・共同利用のパートに、新商品LP
における顧客の行動履歴・購入履歴などに関してＡ社が得る
個人情報をＣ社と共同利用することを定める

事例④⇒Ａ社のプライバシーポリシー・共同利用のパートに、主力商品
について顧客のWEB上の行動履歴などに関してA社が保有する
個人情報をＤ社と共同利用することを定める

6. 以上からして、実態的に個人情報を第三者に提供する場合は共同利用方式を
活用すればよいのですが、あえて同意を取得して第三者提供を行う事にして

    いるケースもあります。
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Part2．AI型マッチングと改正法対応

Ⅰ. 突合規制（改正法で新しくできた規制）

A社がたとえば、個人名と紐付かないネット回遊データのような個人情報
としては未完成なデータ（これは「個人関連情報」と呼ばれます）を
持っていて、B社がそのデータを自分が持っているデータと突き合わせると
個人名と紐付いて個人情報として完成する場合があります。

この場合、B社が該当する個人から同意を取得しない限りＡ社はＢ社に個人
関連情報を提供することはできません。
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Ⅱ. W社の例

1. 従来のプライバシーポリシー

（１）当社は、当社が提供するサービス（以下「本サービス」といいます）の品
質向上を図り、又は本サービスに表示するコンテンツや広告等を個別のお客様の
興味やニーズに適したものとすること（以下「行動ターゲティング広告等」とい
います）を目的として、お客様から取得した情報を利用することがあります。

（２）また、当社は、行動ターゲティング広告等に関して、第三者が提供する
サービス（以下「第三者サービス」といい、第三者サービスを提供する者を「第
三者サービス提供者」といいます）を利用することがあります。
この場合、当社がお客様に関する個人を識別できない情報（端末識別子、広告ID、
クッキー情報、アクセスログ等）やそれを元に作成した統計情報を第三者サービ
ス提供者に提供したり、第三者サービス提供者が自らお客様に関する情報を取得
したりすることがあります。 第三者サービス提供者が取得したお客様に関する情
報は、当該第三者サービス提供者のプライバシーポリシーや利用規約等に基づい
て取り扱われます。

1. 従来のプライバシーポリシー
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2. 自己完結型：（１）

ⅰ. 個人関連情報のままなら何の問題もない
ⅱ. W社において氏名等も紐づくことにより新たな個人情報化するのなら、
     そのことをプライバシーポリシーに書いておく必要がある。

（記載箇所「個人情報の種類」「その利用」）

2. 自己完結型：（１）

利用状況に関する情報：
当社は、お客様の本サービス等のご利用に際して、お客様の端末から自動的に送信される利用環境や利用

状況に関する情報（端末識別子、広告ID、IPアドレス、クッキー情報、OSの種類、ブラウザの種類、ブ
ラウザの言語、ランディングページ、ページ閲覧数、クリック数、閲覧順序、閲覧時間、検索ワード等）
を取得する場合がございます。

このままでは個人関連情報

正しくは
「・・取得し、お客様の個人情報と紐付けて、お客様に関し利用状況に関する情報を取得する場合がござい
ます。」

本サービス等の提供、改善および開発
 ・本サービス等の利用状況等を調査および分析し、本サービス等の品質向上、改善、開発をおこなうため
 ・本サービス等に表示するコンテンツや広告等を個別のお客様の興味やニーズに適したものとする（パー
    ソナライズ）ため

ex: W社 
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3. 第三者提供型：（２）

現在＝1.(2) = 第三者に委ねる

改正法ではこれでは不十分

「B社が該当する個人から同意を取得しない限り、A社はB社に個人情
報を提供できない。」という規制

B社が同意取得 → A社がB社に提供、がスジ
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Ⅲ. どうやって同意を得るか？

1. W社

平素よりWantedlyをご利用いただきまして、誠にありがとうございます。
この度、2022年4月1日からの改正個人情報保護法の施行に伴いまして、弊社が提供するサービスをより一
層安心してご利用いただくために、弊社プライバシーポリシーの一部を改定いたします。
また、プライバシーポリシーの内容をお客様により分かりやすくお伝えするため、各表記を法令に沿って統
一化いたしました。

本改定の具体的な内容は以下の通りです。

■改定予定日
2022年4月1日（金）

■プライバシーポリシーの改定内容
以下のリンクより、新しいプライバシーポリシーの内容をご覧いただけます。
https://service-terms.wantedly.com/privacy_policy/ja_JP

■主な改定点
1.利用目的の明確化・追加
2.本人からの個人情報の開示、訂正、利用停止等請求の明確化・拡充及び本各請求に応じる手続きの明確化
3.個人情報の共同利用に関する明確化及び参考情報の拡充
4.その他各表記の統一化及び明確化

単なる告知では不十分。同意を得る必要がある。
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2. LINEの場合

1) LINEを立ち上げる → 下記画面が出る →同意しないと先に進めない

2) コメント
この画面に書かれている「提携事業者からのメッセージ送信・広告配信などに利
用する情報の取得・利用」が突合規制の話です。
最後に同意ボタンがありますので、改正法を見事にクリアーしていると言えます。

同意する
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cf. Q＆A

Q.4月1日の改正個人情報保護法の施行に合せ、当社のプライバシーポリシーを改
定しました。利用目的を従来より広げた他、新しくできた突合規制も盛り込みまし
た。

(あ)この改定については、HP上で「4月1日個人情報保護法の改正に合わせプライ
バシーポリシーを改定しました」と告知すればよいですか？

(い)本日一斉メールを送り改定プライバシーポリシーを示した上で、「3月31日ま
でに異議を述べない方はプライバシーポリシーの改定に同意を頂いたものとみなし
ます」と処理すればよいでしょうか？



A.
1.(あ)(い)どちらもNGと思います。

2.「黙示の同意」については、個人情報保護委員会のQ&Aでは次のような煮え切ら
ない言い方をしています（Q1-56)。
“同意は、本人による承諾の意思表示をいいますので、「明示の同意」以外「黙示の
同意」が認められるか否かについては、個別の事案ごとに、具体的に判断することと
なります”。

3.しかし、委員会のガイドラインは「同意を得ている事例」として次のような事
例を挙げており（通則編P26）、本人のアクションを要求していると言えます。

事例 1）本人からの同意する旨の口頭による意思表示
事例 2）本人からの同意する旨の書面（電磁的記録を含む。）の受領
事例 3）本人からの同意する旨のメールの受信
事例 4）本人による同意する旨の確認欄へのチェック
事例 5）本人による同意する旨のホームページ上のボタンのクリック
事例 6）本人による同意する旨の音声入力、タッチパネルへのタッチ、

ボタンやスイッチ等による入力
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Part3.でさらに掘り下げます
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１.この突合規制が大きな問題となったのがアフィリエイトです。
afbが次のような文書を広告主に送り、現場は大混乱となりました。

Part3．アフィリエイトと改正法対応

Ⅰ.afbの場合
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Ⅱ.felmaの場合
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Ⅲ.法の規制への適合

1. 法26条の2 （第1項）

個人関連情報取扱事業者（ASP）は、（イ）第三者（広告主ないしアフィ
リエイター）が個人関連情報を個人データとして取得することが想定され
るときは、（ロ）あらかじめ当該個人関連情報に係る本人の同意が得られ
ていること等を確認しないで（ハ）当該個人関連情報を提供してはならな
い
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2. 分析

1. これはASPに向けた規定で、義務を負うのはASPなので（（ハ）は「提供し
    てはならない」としている）、ASPが（イ）と（ロ）に適合しないのに、
     ASPが広告主に回遊履歴などを渡すと、ASPが法違反になります。

2.では、（イ）（ロ）への適合とは何でしょうか？

（イ）についてガイドラインは“「想定される」とは、提供元の個人関連情報
     取扱事業者において、提供先の第三者が「個人データとして取得する」こと
    を現に想定している場合、又は一般人の認識を基準として「個人データとして
    取得する」ことを通常想定できる場合をいう”としています（P84）。

広告主が回遊履歴を今後のマーケティングに使うことは当然に予想されます。
    そうすると、（ロ）が必要になります。

（ロ）についてガイドラインは「当該第三者から申請を受ける方法その他適切
    な方法」としていますので、第三者（広告主）への照会が必要です。
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3. felmaの分析

以上をもとにf社の通告の最後にある二択を考えてみましょう。

まず、最初の「個人関連情報を個人データとして取得しない」。これは通常想定
されないことと思います。

なので、「ここにチェックが入ったからそれでよい」とするのではなく、ここに
チェックした広告主には以後管理画面を使用させないなどの措置が必要と思います
（昨日のA社はそうしていました）。

次に、2個目「個人関連情報を個人データとして取得することに関する本人の同意を
取得する」。昨日のA社はこの点に関し、本確認画面の「2022年3月31年までにい
ずれかの対応（個人データとして取得しない 又は、本人の同意を取得）を実施し
いずれかの回答を選択」としており、広告主の義務をより明確にしています。

この点、ｆ社は「ここにチェックが付けばそれを信じる」という性善説に立って
いる感じがしますが、それでASPに課せられた確認義務を果たしたことになるのか、
やや疑問です。

但、運用上はf社方式くらいやっておけば追及はされないかもしれない。
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Ⅳ. 広告主はどうしたらよいのか

1. ネット通販

その気にさせれば必ず購入ボタンを押すので、その前に同意ボタンを置
けばよい



Step1. プライバシーポリシーを変える。
改定文言を入れる。

Step2. 注文画面を変える
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2. 実践

当社は、広告効果測定のため、登録ユーザーが当社ウェブサイトを訪れる前にクリックした
広告情報（クリック日や広告掲載サイト等）を第三者の運営するツールから取得し、当該情
報と売買契約内容とを照合する場合があります。

※定期コースについて
①回数 ②解約（時期、方法） ③分量 ④支払方法・支払手段
⑤引渡方法・引渡時期について書く・・・特商法対策
（※④⑤はリンク先でもよい）



※個人情報について

□同意する （ここに がないとボタンを押せない）
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購入する

改定されたプライバシーポリシーを入れる

（スクロールでもアコーディオンタイプでも可）
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改正法やプライバシーポリシーに関する
お問合せ、ご相談は、

info@yakujihou.com 
担当：濱野（はまの）まで、

お気軽にお問い合わせください

mailto:info@yakujihou.com
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